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 【要旨】
　21世紀に誕生した最も新しく貧しい国である東ティモールは、カトリック信徒が97％にも及ぶ
カトリック教国でもある。1975年にポルトガルの植民地支配が終わりインドネシアが占領して以
降2002年に憲法を発布して独立するまでの長い苛烈な闘いにおいて、カトリック教会は大きな役
割を果たし人々の支持を集めた。現在は国際社会の支援と地下資源による収益をもとに、多くの
課題を抱えながらも復興と再建の途上にあり、学校教育も初等教育の就学率が70％を超え、中学
校も著しい拡大を遂げつつあるが、未だ地域差と性差が大きく、教員の養成と資質の向上が急務
である。またポルトガル語とテトゥン語などが複雑に混じる教育言語も大きな問題である。この
ような動向の中で、カトリック教会がどのような働きをし、カトリック学校が学校教育全体のな
かでどのような役割を担っていくのかを展望し、研究上の今後の課題を提示した。
 【キーワード】
　　東ティモール民主共和国　独立　教育課題　言語問題　カトリック教会　カトリック学校

１．はじめに
　ポルトガルの植民地であった東ティモール民主共和国（The Democratic Republic of Timor-
Leste）は、他の多くの植民地がそうであるように、ポルトガルからの独立を宣言した1975年以降、
破壊および内戦の艱難辛苦を経験し複雑な経緯を経て、2002年の東ティモール新憲法発布によっ
て独立を獲得し、現在は復興と国家形成の途上にある。この動乱と新国家形成の過程においてカ
トリック教会の存在とその学校教育事業が果たしてきた役割は大きく、イエズス会やサレジオ会
など諸修道会の働きも合わせて、東ティモール社会に大きな影響を及ぼしてきた。
　東ティモールの動乱と変革のさまざまな局面において、イエズス会はどのような考えと方略を
もって対応を判断し行動を選択して、福音宣教と教育事業を展開してきたのだろうか。さらにそ
の根底にあるカトリック系人文主義の思想はこれまでの事業をどのように支えてきたのだろうか。
このことを教育社会学もしくは宗教社会学の視点から問うていきたい。
　本稿はこの問いを探求するための前提となる、東ティモールの独立に至る過程や現状と課題、
さらにカトリック教会の存在と社会的な役割について、先行研究と諸資料をもとに考察するもの
である1。

〔研究ノート〕
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　この研究の端緒として、筆者は2015年9月11日より17日にかけて東ティモールを桑原直己氏（筑
波大学）とともに初めて訪れ、イエズス会により創立された中等教育学校を中心に、いくつかの
カトリック教会立学校やカトリック教会の司教区事務局、および国立大学を訪問し、それらの教
育事業について視察し基本的な資料を得るとともに、聞き取り調査を行った。文中の日付は各施
設等の訪問日を表している。
  東ティモールの社会文化的情勢は複雑に込み入っている。 国際的な支援を受けて進められる復
興と国家再形成の過程のなかで、教育もまた再興の過程にある。この歴史を踏まえて東ティモー
ルが直面している諸課題について正確に
把握することが、カトリック教会および
イエズス会が行ってきた教育事業の意義
や役割を明らかにする前提となる。

２．東ティモールの概要
　東ティモール民主共和国は、東南アジ
ア島嶼部小スンダ列島に位置する国で、
ティモール島の東半分と、西半分に位置
する飛び地、そして２つの小島からなる

（図１）。2015 年がポルトガルの宣教師
が上陸して 500 年にあたり、16 世紀から
1974年までのポルトガルによる植民地支
配と、1975年から1999年までのインドネ
シアの実効支配を経て、2002 年 5 月に憲
法を制定して独立を果たした、21世紀に
誕生した新しい国である。
　人口は 117 万人、面積は日本の首都圏
１都３県（東京、千葉、埼玉、神奈川）
の合計面積とほぼ同じである。人口構成
を見ると（図２）、14 歳以下が全人口の
46％を占めており、国民の平均年齢は
18.8歳である。人口増加率は2.5であり、
急激な人口増により若年層（19～24 歳）
の失業率は13％に上る。
　宗教はキリスト教徒が99.1％を占めそ
の大半がカトリックである。またイスラ

図１　東ティモール位置図
（出所：National Statistics Directorate 2010）

図２　男女別人口構成
（出所：在東ティモール日本国大使館、2015）
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ム教徒は0.79％である。
　言語は国語としてのテトゥン語およびポルトガル語のほかに、実用語（作業語）としてインド
ネシア語と英語が認められている。
　東ティモールは世界で最も言語密度の高い地域であると言われ、16の言語グループに分類でき、
さらにそれが36の方言に分かれている（田平、2007）という。この言語の数え方は資料によりま
ちまちなのだが、オーストロネシア語族の言語とパプア諸語の言語は全く系統が異なるので、隣
り合った村で全く異なる言語を話す場合があり、その際に共通語としてテトゥン語を使用したり、
さらに、インドネシアの支配下で教えられたインドネシア語を話したりする。このような事情で、
農村部では日常的に３～４語を話すのはごく普通のことである（髙野、2014）という指摘さえある。
　経済についてみると、1586年以降ポルトガルの植民地としてはコーヒーとココ椰子と白檀の産
地としてわずかな役割を期待されただけであった。現在は、石油や天然ガスといった天然資源の
採掘権収入と国際援助を財政上の主な収入源としている。 主要な産業は農業であり就労人口は
50％以上であるが、輸出作物としてはコーヒーの生産がフェアトレードにより伸びつつある程度
である（川東、2012）。 国民の暮らしを支える産業はなく、就労人口の残り半分は公共事業セク
ターに拠っていて、建設業の期間労働や短期雇用によって吸収されている。人口の約46％を14歳
以下の若年層が占める一方で、急激な人口増とともに19～24歳の年代の約13％が失業している状
況であり、雇用の安定性に欠け社会的不満が高まるという課題がある。
　上記のように東ティモールの経済と国家財政を現在支えているのはオイルマネーである（図
３）が、2024年には地下資源が枯渇することが見込まれるので、国としても基金を積み立てている。
2010 年以降の GDP 成長率（非石油部門）は８～10％以上を記録して好調を維持しており、政府
は日本をはじめ各国からの支援と借款により「インフラ開発」「人材育成」「石油依存経済からの
脱却」を３つの柱として開発を進め、資源以外の産業の育成・多様化と雇用の創出を促し、ひい
ては貧困を減少させることを政策課題としている（表１）。

図３　国家予算および石油基金積立額推移（出所：在東ティモール日本国大使館、2015）
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３．東ティモール独立までの経緯とカトリック教会の関わり
　東ティモールは1586年以降ポルトガル領であったが、1974年にポルトガルで民主化革命が起き
東ティモールにかかわる主権を放棄したことを契機にして、1975年にフレテリン（東ティモール
独立革命戦線）が選挙を行い独立を宣言した。しかし１ヶ月後にインドネシアが軍事侵攻して占
領し、翌年には27番目の州として併合を宣言した。東西冷戦の国際的な枠組みの中で、太平洋と
インド洋を結ぶ海域に位置する小スンダ列島最大の島という地政学的な位置づけもあり、東ティ
モールがベトナムに続いて共産主義化することを阻止するという名目の元に、インドネシアのス
ハルト政権による実効支配を、日本を含め米・豪等西側諸国は黙認した。
　東ティモールを併合することを前提にしてインドネシアは国軍の主導により社会制度や基盤の
整備を進めていった。強力なインドネシア化政策が進められることに抵抗して、東ティモール独
立革命戦線などによる独立運動は継続され、インドネシア軍は最高時には 3 万 8 千人の兵力を投
入してゲリラ活動の鎮圧を図った（国際協力銀行、2003）。 その結果、オーストラリアの元ディ
リ駐在領事であったジェームス・ダンの調査によれば、インドネシアの苛烈な弾圧による一般
住民の被害者数は死者20万人を超え、当時の人口の３分の１にのぼったという（フェデレール、
2002）。
　このような状況のなかで、東ティモールのカトリック教会は唯一、国際的に発信できる組織的
自立性をもった機関として（後藤、2002）、次第にインドネシアの暴力に対する抗議を表明する
ようになった。しかし、教皇庁は世界最大のイスラム教国であるインドネシアとの良好な関係の
維持を優先し、東ティモールのカトリック教会の司教たちの訴えを顧みることはなかったと指摘

表１　分野別課題の状況（出所：在東ティモール日本国大使館、2015）
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されている。また161万人（1990年当時）の信徒を擁するインドネシアのカトリック教会も実効
支配に抵抗を示す東ティモールのカトリック教会と連携することはなかったという。
　1990年代に入り米ソの冷戦対立が急速に解消するにつれて、東ティモールの学生らは民族自決
要求を公然と表明し始め、それに対するインドネシア軍は苛烈な弾圧を行った。1991年のサンタ
クルス墓地での虐殺が広く世界に報道されたことにより、国際世論もインドネシアの暴力を明確
に知るところとなり、1996年にはベロ司教と、海外から独立運動を支援してきたラモス=ホルタ
氏とにノーベル平和賞が授与された。1998年にスハルト大統領が退陣し、後任のハビビ大統領が
1999年に示した拡大自治案を受け入れるか独立するかを問う国民投票が行われた。投票率は98％
に及び、東ティモール人の78.5％が分離独立を支持した。
　この投票結果が公表された直後に反独立派民兵が一斉に蜂起し、独立派に対する殺戮や破壊活
動を行い、難民が発生した。インドネシア政府はそれまで24年間にわたって東ティモールの行政
や学校教育を支えていたインドネシア人を一斉に撤退させると同時に、諸施設を徹底的、組織的
に破壊していった。たとえば、首都ディリでは商業施設の７～８割が放火され破壊された。また、
医療施設の 8 割が破壊され、医療器具の 7 割が略奪された。 インドネシア人の医師や看護師も東
ティモールから去り、2000年には総人口約80万人に対して東ティモール人の医師はわずか24名の
みであった（辰巳、2009）。学校教育制度も1999年から2000年にかけて完全に破壊された。95％
を超える学校がダメージを受けて機能しなくなり、インドネシアの他の地域から来ていた教師達
が（初等教育の約20％と中等教育の約90％と見積もられる）1999年に東ティモールを去り、教科
書やカリキュラムは新政府のもとではもはや役に立たなくなった。このように学校教育に必要な
物的および人的資本、そして経済的資本が失われたのである（Natsional Statistics Directorate 

（2010）、Lundahl and Fredrik（2005））。
　この暴動により、住民投票の前後で数千人が殺害され、総人口約80万人のうち50万人以上が避
難民となるか、西ティモールへ強制連行されていった。このような騒乱状態に対して、オースト
ラリアが主導する多国籍軍が展開したことで、治安は回復された。多国籍軍はさらに人道援助、
難民支援、暫定政府の指導など多岐にわたる任務を課されていた。したがって、国連東ティモー
ル暫定統治機構（UNTAET）は、財政、司法、インフラ、経済、教育、医療といった東ティモー
ル政府が独立後管轄する行政組織をすべて作り上げていったのである（石塚、2008）。UNTAET
の代表は、その当時を回顧して「東ティモールには何をも存在しなかったのである。すべては破
壊されたか盗まれたかのどちらかであった。我々はゼロからのスタートを余儀なくされたのであ
る」と述べている（石塚、2008、p.157）。
　UNTAET の下で大統領選挙や憲法の制定作業が進められ、2002年に憲法が制定された。これ
でようやく独立国として歩み始め、国連平和ミッションも撤退したのであるがしかし、2006年に
は西部出身の軍人が東部出身者との差別的な処遇に反発して、市民を巻き込んだ大きな騒乱がお
き、15万人の国内避難民が流出し（山田、2011）無秩序・無政府状態に陥ったので、再び国連平
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和ミッションによる治安維持が図られた（石塚、2008）。
　「2006 年危機」と呼ばれるこのような騒乱の背景には、政治指導者間の対立の他に、アジア最
貧国で人口の41％が貧困層であり、独立4周年目にして10年前のインドネシア支配下の頃よりも
貧しくなっていると指摘される社会の実態があった。
　また、先に述べたように、東ティモールが分離独立を決定した際に、有能な公務員や行政官、
知識人たちがインドネシアへと戻ってしまい、官僚としての基本的な能力と訓練や倫理的観念
が欠如した人材が多い中で国づくりが進められていった。 インドネシア統治時代に浸透した行
政機関における腐敗や透明性の欠如を改善するためには、持続的で包括的な能力開発（capacity 
building）の施策を展開することが今日にいたる課題となった。
　翌2007年の国民議会選挙は民主主義国家の再建を左右するものであり、平和維持能力を備えた
国連東ティモール統合ミッションや国連開発計画（UNDP）による選挙関連技術支援を得て国際
的な選挙監視体制のもと、選挙が実施された。その後はテロ活動はあったものの選挙や政権の委
譲は平和裏に行われた。私たちが訪れるひと月ほど前の８月９日には、マウベレ革命評議会の指
導者マウク・モルクが政府軍警察との銃撃戦で死亡した結果、幹線道路での検問が停止されとこ
ろであった。首都のディリ市内の至る所に、また国立大学のキャンパスにも、２度の動乱によっ
て焼かれた建物が廃墟となって残っているが、しかし滞在中に争乱の気配は表面的には感じられ
なかった。

４．東ティモールにおけるカトリック教会の存在と役割
　2015 年は大航海時代にカトリック教会が東ティモールに宣教を始めてから 500 年目にあたり、
ディリで８月15日に祝賀ミサが行われた（UCAnews, Aug. 17, 2015）。1511年以降1975年までポ
ルトガル総督府の支配下にあった約 400 年間、カトリック教会は東ティモール島内最大の大土地
所有者であり、またポルトガルによる支配の補完者として、一般住民に君臨する存在であった。
典礼言語がラテン語とポルトガル語であったことからもわかるように、教会は精霊信仰をもつ一
般民衆への宣教や救済を目指していたのではなかった。また、日本軍が東ティモールに侵攻して
いた時期（1942－1945）には教区の司祭と修道者のほとんどがオーストラリアやポルトガルに避
難していたように、聖職者は民衆からは遠い存在であった（後藤、2002年）。
　このため、インドネシア軍が侵攻する前の1973年の統計では、カトリック信徒は人口の28％に
過ぎず、68％はアニミズム、４％は他宗教信仰者であった。しかし、カトリック信徒の比率はイ
ンドネシア占領開始直後の1975年の30％から1990年の90.7％へと急増し、信徒数は約68万人と
なった。その後2001年には85％に一時減少したものの、2004年の国勢調査では96.5％に達してい
る（中村、2006　Catholic Diocese in Timor-Leste（2015年11月9日取得）　国際協力銀行、2003）。
　このようにインドネシア占領下でカトリック信徒が急増した１つの理由は、インドネシアの宗
教政策にある。イスラム教を国教とするインドネシアはパンチャシラ（建国５原則）に唯一神へ
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の信仰を掲げつつも、宗教については寛容な政策をとり、イスラム教、仏教、ヒンドゥー教、カ
トリック、プロテスタントの５つの公認宗教のうちから１つを選んで登録するよう、東ティモー
ルの人々に迫った。そこでポルトガル統治時代から身近にあったカトリックを多くの人が選ぶこ
とになった。
　しかしもう１つの理由は、東ティモールのカトリック教会で初めての東ティモール人司教であ
るロペス司教（在位1977－83）がインドネシア政府への抗議を始め、のちにノーベル平和賞を受
賞した後任のベロ司教（在位1983－2002）がその姿勢を引きついで解放闘争を支持して当時のデ
クエヤル国連事務総長に個人書簡を送るなど、東ティモールのカトリック教会が人権擁護の姿勢
を貫いたためである。解放闘争を指導したメンバーの多くはインドネシア語で教育を受けてイン
ドネシアの大学に留学した者達であったが、そのほかにカトリック学校や神学校の出身者も多く
いたことが関連するという。（フェデレール、2002　中村、2006）
　実際に、ドイツ人とインドネシア人の２名のイエズス会神父が信徒と共に民兵に殺害されてい
る（イエズス会社会司牧センター通信、94 号など。 山田、2002）。 また、サレジオ会の司祭と共
同して1991年から2001年にかけ14回にわたり東ティモールで医療活動を行った聖母訪問会のシス
ター亀崎の手記を読むと、日本に関わる修道者や信徒が現地の東ティモールの教会や修道会と共
同して困難な状況を切り抜けつつ診療活動を展開し、人々の生活や思いに寄り添う様子が描かれ
ている。ここには、独立をめぐる1999年の住民投票の前後に、インドネシア軍に後押しされた併
合派民兵の暴虐により教会関係者が犠牲となる様子が記されている。インドネシア軍が民兵に指
示した殺戮の標的は、第１に選挙を管理した国連を手伝った大学生達、第２は独立派を応援した
聖職者達、第３は独立活動家であったという（亀崎、2003年、p.196）。
　しかし東ティモールのカトリック教会の姿勢は、バチカン教皇庁やインドネシアのカトリック
教会とは政治的に異なるものであったので、教皇庁やインドネシア教会は独立を目指す東ティ
モール教会を弾劾し、インドネシア軍による暴虐を非難せず、東ティモールのカトリック信徒と
連帯しようとはしなかった（フェデレール、2002　Catholic Diocese in Timor-Leste（2015年11月
9日取得））
　ところで、私たちが９月13日に訪れたリキサの海辺の村のカトリック教会に隣接して、民俗宗
教の祭壇がしつらえてあった。また、カトリック学校の校舎の竣工式には司祭による儀礼のほか
に、民俗宗教の祈禱師が招かれ、校舎の前途を占ったという。このように信徒の生活にアニミズ
ムを併存させる柔軟性がカトリック教会の側にあるということも、信徒数の増加を支える一因な
のかもしれない。また、東ティモールの人々がカトリック教会に親近感を抱くのは「抑圧者の宗
教であるイスラム教への嫌悪が改宗をもたらしたというだけではない。付け加えるべき要素とし
て、カトリックの典礼や儀礼がいくつかの点で、東ティモールの先住民の伝統的な宗教の儀礼と
近かったり類似していたりすることが、古来の伝統的な宗教の成員をキリスト教信仰へと促した
のだ」という指摘もある（Catholic Diocese in Timor-Leste（2015年11月9日取得）。山中、2006）。
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日頃の典礼や教会の活動への人々の熱心な参加は、単に行政調査に対する回答の上だけでなくカ
トリック教会へのコミットが人々の生活に浸透しつつあること事を物語っているようだ。
　現在の東ティモールにとってカトリック教会の位置づけがどのようなものであるかをうかがわ
せる文言が2002年に制定された東ティモール民主共和国憲法の前文にある。そこには、カトリッ
ク教会が独立に果たした役割についての下記のような言及がある。原文はテトゥン語であり英語
訳と日本語訳を紹介しよう。英文の綴りは原文のままである。

In its cultural and humane perspective, the Catholic Church in East Timor has always 
been able to take on the suffering of all the People with dignity, placing itself on their 
side in the defence of their most fundamental rights. 

「東ティモールのカトリック教会は、その文化的および人道的視点を生かして、つねに
人民の苦難を尊厳をもって引き受け、彼ら彼女らの基本的権利を守る立場に身を置い
た。」（横田、2006）

　2015年８月15日に行われた宣教500周年の祝賀ミサでパロリン枢機卿は会衆に向かって、聖職
はこの国の独立への闘いに寄り添ってきたし、これからも生まれたばかりの国を支援し続けると
して「カトリック教会は、国民の至高の志を達成すべく奮闘する皆さんと共に歩み続けます。正
義と連帯と平和に礎を置く国家を打ち立てていくのです」と述べ、またこの式典の前日には、バ
チカン教皇庁と東ティモールは今後の発展のために協働することを謳った正教条約（concordat）
を締結した（UCAnews, Aug. 17, 2015）。
  東ティモールのカトリック教会の教勢を見ると、2012 年・2013 年の時点で、ディリ、バウカウ、
マリアナの３つ司教区に分かれ、いずれの司教区も総人口の 95％前後が信徒であり、国内 56 の
小教区をあわせて約230名の司祭がいるので、司祭一人あたりの信徒数は約5000名である。また、
男子 約300名、女子約550名、総計約850名の修道者が修道生活を送っている。
　このように、アジアでフィリピンに次ぐ第 2 のカトリック国に東ティモールが発展した経緯を
踏まえて、教会及び修道会によるカトリック学校における教育事業の意味を理解する必要がある。

５．東ティモールの教育の歴史と現状
 （１）学校教育の３つの転換
　東ティモールの学校教育は３つの異なる教育システムを経て、現在に至るという（National 
Statistics Directorate Ministry of Finance（2010））。 その１つが、ポルトガル植民地時代に西欧
のカリキュラムを導入し、ポルトガル語が学校教育の媒介言語として使用されたことである。大
多数のティモール人にとって教育の機会は限定されていた。ごく少数のエリートのティモール人
男性だけがポルトガル人を支え行政機能を担うためにコレジオ（colegios）でポルトガルのカリ
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キュラムによる教育を受けた（Lundahl and Sjoholm（2005））。
　ポルトガルの学校体系では基礎的な義務教育は9年で構成され、６歳から９歳までの4年間が第
１サイクル（1°Ciclo）、10歳から12歳までの３年間が第２サイクル（2°Ciclo）、そして13歳から
15 歳までの３年間が第３サイクル（3°Ciclo）である。 この第１と第２のサイクルが現在の初等
教育（escola basicas）になり、第３のサイクルが中等教育（secundarias）となった。
　1975 年に 400 年にわたるポルトガルの支配は終わったが、その間、本国は植民地経営には関心
がなく、産業は興されず教育や医療など社会制度が整えられることもなかったので、当時の東
ティモールは非識字率が95％、乳児死亡率が50％もの高さで、風土病や結核、マラリアが蔓延す
る、世界最貧の国であった（Catholic Diocese in Timor-Leste（2015年11月9日取得））。
　インドネシア統治時代に、教育は新たに大衆がアクセスできるものとなった。 インドネシア
人教師は教育の普及に努め、バハサ＝インドネシア語が学校内の教授言語とされた。 インドネ
シアの学校体系は初等教育６年間と、３年間の下級中等教育（SMP）および３年間の上級中等
教育（SMA）とで構成される。 これに加えて大学における高等教育が設けられ、これは４年間
の Sarjana（S1）と２年間の Pasca Sarjana（S2）、２年間の PhD（S3）で構成された。さらに Taman 
Kanak-Kanakとして知られる２年間の就学前教育もしくは幼稚園があった。
　インドネシアによる教育政策とその結果は複雑な性質を持っている。以下、引用してみよう。

　インドネシアによる支配は、教育を受けた東ティモール人の島外への流失をもたらす
とともに、インドネシアの他の地域から教育を受けた人々の流入ももたらした。それは
インドネシア当局が行政職に移住者を充てたからであり、そのような政策は東ティモー
ル人からは敵視されていた。 しかし、占領は、教育システムの実質的な進展の契機と
なった。この進展は占領への共感を得るための試みと見ることができなくもないが、進
展をもたらした重要な要因はむしろ、インドネシアの石油による歳入増加であって、そ
れが東ティモールを含むインドネシア全体への物的および人的資本の投下へと向けられ
たのである。６万以上の学校が全国的に新設され、教育への公共支出は２倍以上に拡大
し、初等教育は義務化され授業料は無償となった。この結果、1980年代にはインドネシ
アの初等教育の就学率はほぼ100％に迫り、中等教育への就学率も1980年から1993年に
かけて男子生徒で35％から48％へ、女子生徒で23％から39％へと増加したのである。東
ティモールにおいてもこのインドネシアの教育拡充への努力の恩恵があった。たとえば、
初等教育への就学者数は、1976年から1998年の間に13,500人から165,000人へと増加した。
また、インドネシアの６年間の義務教育制度が導入され、さらに1994年には15歳まで拡
大された。 とはいえ、子どもたちを実質的に学校へと向かわせる力となる仕組みはな
く、そのために純就学率（net enrollment rate）は相対的に低いままであった。（Lundahl 
and  Sjoholm（2005）, p.18-19）
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　東ティモールは当時のインドネシア国内でも相対的に貧しい地域であり、特に農村部（rural）
では、1996 年の貧困率が 32.8％でインドネシアの他の農村部の 14.8％に比べて倍以上の高さで
あった（UNESCO）。このため、東ティモールの成人層の非識字率は1996年に都市部で17.2％、
農村部で 57.9％であり、インドネシアの同じ年の都市部で 7.1％、農村部で 19.2％という非識字
率を大きく上回っていた。
　では、2002年の独立から現在にいたる東ティモールの教育について見てみよう。1999年および
2006年の騒乱によって破壊されたインフラ等の広範な復興開発とともに、現在の東ティモールは
新興国家として本格的な経済社会開発を指向している。ここでは、治安維持、雇用対策、行政・
司法制度の構築、自立的な国家運営のために必要な人材を育成することが大きな課題である（日
本外務省、2015年2月）。前に述べたように1999年に崩壊した教育制度も同じく再建途上にあるが、
貧困層に愛国心が高まったことや、授業料や寄附、制服費などの負担が低減されたことが相まっ
て、初等教育の就学率は急速に回復した。しかし暴力の影響からの回復は一様ではない。女子の
教育状況が速く回復したのに対して、男子の場合は、教育か家計の維持かという二律背反のなか
で、1970年代と1980年代、そして1999年の騒乱が初等教育への就学や卒業に否定的な影響をもた
らしているという分析がある（Justino, Leone and Salardi（2013））。
　現在の学校体系は2008年に始まったが、教育をめぐる課題は山積している。すなわち学校の再
開や新設とともに、①教員の養成と資質の向上、②教授言語の問題、③学校運営およびガバナン
スの問題、④多様な学校形態が併存することが主に挙げられるが（杉村、2014）、これに加えて
施設設備の復旧と充実、就学率の向上と地域格差および男女格差の是正、カリキュラムの革新と
定着、教育行政組織の整備なども急がれる。いずれにしても、質の高い教育と専門的養成を行う
ことは、国家の発展を担う他のセクターにも戦略的に大きな影響をもたらすものと考えられてい
る。（Presidencia do Conselho de Ministros（2015）, p.9）
　これといって産業のない東ティモールでは、石油と天然ガス開発という大きな財源を元手にし
て社会的インフラの整備を進めるとともに、2025 年頃に予想される資源枯渇を見通しながら長
期的展望をもって教育や福祉などの人間開発
に取り組むことが課題である。（UNDP（2015） 
Explanatory note）

 （２）学校教育の現状
　東ティモールの学校教育は、初等教育（6～
11歳）、中等教育（前期12～14歳、後期15～17歳）、
高等教育（18歳～23歳）と続く。小中学校は義
務教育期間であり、無償である。就学前教育も
行われているが、就学率は著しく低い。

表２　純就学率

（出所：在東ティモール日本国大使館2015）
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　初等・中等教育の教育課程とその実質的な位置づけについては、Pre-secondary Education の
解釈にもよるが、十分に精査しなければならない。
　「東ティモールでは、日本でいう中学３年生までが『初等教育（小学校）』に分類されます。中
等教育は高校からです」とカトリック学校関係者は述べていた。制度上は前期中等教育に位置づ
けられても、実質は「中等前教育」に相当する教育課程となっている可能性がある。
　それはともかく、政府は小学校と中学校の９年間の整備と教員の養成に大きな努力を払ってき
たが、現状では就学率の地域差が大きく、農村部の学校教育の普及はまだ途上にある（表２）。
　また、入学年齢が一定せず、小学校に規定どおり６歳で入学するのは該当人口の37.5％にすぎ
ず、26％は１～２年遅れ、8.6％が３年以上遅れて入学していて（杉浦、2014）、さらに入学して
からも留年や中退が多い。それ以前のポルトガル植民地時代およびインドネシア占領期に学齢期
を過ごした世代を合わせると、農村部のみならず都市部に於いても中等の学校に通わなかった率
が通った率を超えて高いことがわかる（表３）。そのような状況も最近のUNESCOのデータを見
ると、2010年から2014年の間に、小学校の中退率は2010年の3.7％から2014年の2.2% へ、中学校
の中退率は同じく 19.6％から 9.6％へと短期間に大きく改善している。 わずか４年間のうちに修
了率が各学校段階において上昇しているのである。

表３　初等・中等教育修了率（2001年と2007年の比較）

2001年 2007年

（％） 全国 全国 農村部 都市部

初等教育修了率（12歳以上） 31.8 43.0 36.5 60.6
 男　子 36.2 47.4 41.2 63.7
 女　子 27.4 38.6 31.7 57.3

前期中等教育修了率（15歳以上） 19.9 27.9 20.9 46.6
 男　子 24.0 31.6 24.7 49.6
 女　子 15.8 24.1 17.0 43.5

後期中等教育修了率（18歳以上） 11.9 15.1 10.1 28.5
 男　子 14.9 18.3 13.2 31.5
 女　子 8.9 11.9 7.0 25.4

（出所：National Statistics Directorate Ministry of Finance （2010） より作成）

　また、2010 年の「教育モノグラフ」「（National Statistics Directorate and United Nations 
Population Fund（2012））を見ると、前期中等教育（12 歳～14 歳）に就学する生徒の年齢分布は
男女ともに15歳をピークに20歳代前半までなだらかに広がっている（図４）。年齢主義の義務教
育制をとる日本からすると考えにくい状況だが、課程主義の方式をとることで、中断と復学を繰
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り返してでも義務教育段階を終える可能性があることは、困難な状況から国民と学校教育が回復
しつつある東ティモールの現状においては、教育の機会を広く開放する意義があろう。

（縦軸）前期中等学校の生徒数　／　（横軸）前期中等学校の生徒の年齢
※図中の円グラフは、法定学齢（12－14歳）とその上下の年齢の生徒の割合

図４　前期中等学校に通う生徒の年齢別分布
（出所：National Statistics Directorate and United Nations Population Fund（2012）p.18）

 （３）学校教育で使用する言語の問題
　東ティモールの教育について考える場合、使用言語の問題に注目しなければならない（花田、
2015　桑原、2016（印刷中））。 平和構築を担う国連東ティモール暫定統治機構（UNTAET）が、
公用語の選択を新政府に任せた結果、ポルトガル語とテトゥン語が選択された。その理由として
は、「暴力的に支配したインドネシアや、石油の利権を守るために東ティモールに加えられる暴
虐を看過してきたオーストラリアへの反発があるので、インドネシア語や英語を公用語に位置づ
けることはできなかった」という、消極的な選択が行われたという見方が中学校と東ティモール
国立大学の教員から聞かれた。このことを先行研究（田平、2007）にもとづいて概観してみよう。
　まず、植民地時代にポルトガルは東ティモールの伝統的な部族社会の機構を利用して間接支配
を行い、一部エリートの子弟に恩恵として教育を与えただけなので、1975年までに人口の約10％
が教育の機会に恵まれたに過ぎなかった。その学校では正統言語としてポルトガル語のみが厳格
に使用されたが、普及したのは首都ディリとカトリック学校の周辺だけにとどまり、一般に広が
ることはなかった。
　1976年に東ティモールを武力併合したインドネシアは、東ティモール人をインドネシア人とし
て同化するためにインドネシア語教育をもっとも重視した。また、さまざまな社会制度の整備と
インフラの開発を進め、教育制度についても初等教育の普及や大学の設置、あるいはインドネシ
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アの他地域の大学への留学の奨励など、高等教育への進学機会を開いていった。これによって、
インドネシア語は急速に普及し、1990年代はじめには普及率が60％と推定されるという。一方、
1981年にはポルトガル語の使用が禁止されたので、ポルトガル語は反インドネシア支配のゲリラ
の言葉なり、また、ティモールのカトリック教会はディリ周辺で話されているテトゥン語を公用
語として採用した。1990年には小学校でもテトゥン語学習が取り入れられたが、一般の生活に均
質に普及したわけではなかった。
　東ティモールの多言語使用について、田平の以下の指摘は興味深い。

　東ティモールでは教育を受けた人ほど多くの言語を話す傾向があり、一方の言語が他
方とパイを奪い合う競合関係にあるわけではない。これは求心力のある唯一の言語とい
う概念が東ティモールでは存在せず、個人が地理的、教育的、経済的、政治的、安全保
障上の理由によって言語を新たに習得していくという形態が一般的であったことを示し
ている。このように、1999年までに部族を基盤とする多言語社会という横軸に、植民支
配によって強化された階級という縦軸、さらに世代差が重なり、東ティモールの重層的
な言語状況が形成されていった。（田平、2007、p.57）

　１つの場面であっても状況に応じて複数の言語が同時に併存しえるわけで、そのような言語使
用環境であることに人々が大した痛痒を覚えないとすれば、どの言語が教授＝学習言語として適
切であるかという点を別にすれば、教室内でポルトガル語とテトゥン語が混じり合って使用され
ているのを見て、不便であり学習の妨げであると決めつける必要はないということになる。むし
ろ、状況に応じて使用する言語が変えられるというのは、グローバル化に対応できる高い言語能
力をもつことを示しているのではないだろうか。
　さて、1999年の住民投票では、インドネシア語、ポルトガル語、テトゥン語、英語の４言語が
投票用紙などに採用された。東ティモールにおいては、言語の選択がどのような政治的な立場を
正統と認めるかを表示することになるので、公用語問題は論争の的となっている。つまり、独立
運動で戦った元亡命者やゲリラ、学生とその支持者はポルトガル語を唯一の公用語と主張したよ
うに、公用語はアイデンティティと公的機能の両方を持たされている。ポルトガル語の公用語化
政策は、ポルトガルやブラジルによる教育援助によって裏打ちされてきた。この２国は、教師の
研修や講師の派遣、また、ポルトガル語教科書の無償配布、留学支援などで公用語化へむけた圧
力をかけ続けている。他方、テトゥン語については東ティモール国立言語研究所により正書法や
言語研究は行われているが、ポルトガル語のような資金と人材の支援を受けることはなかった。
　現在、40歳代から50歳代のポルトガル時代に教育を受けた世代はポルトガル語を話すが、それ
は人口の20％程度に過ぎない。一方、インドネシア統治時代に教育を受けた若い世代はインドネ
シア語を話す。ポルトガル語の公用語化によって、インドネシア統治時代に育った世代が公務員
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から排除される傾向が表れるなど世代間の利害が対立してきたが、近年はポルトガルの財政危機
により東ティモールへの援助が削減されるなど、公用語政策の支持基盤が揺らいでいるのが現状
である。
　このように、言語使用はすぐれてア
イデンティティの問題であるとともに、
政治的立場や経済的利害を反映した問
題なのである。
　ところが、公用語と作業語とされる
４つの言語の識字率をみると（表４）、
テトゥン語でさえ識字率は平均で約
56％に過ぎず、都市部では約81％にの
ぼるのに対して農村部では45％と地域
差が大きく、また農村部では男女差も
大きい。インドネシア語は識字率の平
均は約45％であり、これも地域差と性
差が存在するし、世代間の差もある。
　ポルトガル語にいたっては識字率が
約25％でしかも地域差が大きく、日常の家庭生活でポルトガル語が使用される可能性は低い。そ
もそも、ポルトガル語で授業ができる教師が小学校１校につき１人もいない状態である。農村部
の多くの学校がポルトガル語教育を実施できず、公立学校でも私立学校でも教育現場は混乱して
いる。政府は2000年から小学校のカリキュラムにテトゥン語の学習を週に２時間導入し、ポルト
ガル語は週８時間が割り当てられたが、インドネシア語の学習時間はなしとした。中学校におい
ては、テトゥン語の学習を週に２時間、ポルトガル語は週６時間、英語に週４時間が割り当てら
れたが、やはりインドネシア語の学習時間は設けられていない。（山田、2006、pp.234－239）
　このように、教師自身のポルトガル語能力が乏しくてポルトガル語の授業ができない。またテ
トゥン語は人口の80％が話す言語ではあるが教科書がなく、抽象的な概念をあらわす語彙が不足
していて読み書きの言葉としては適さないと考えられている（桑原、2016（印刷中））。 そのため
に、インドネシア語は教育現場において重要と考えられている。教授場面での話し言葉には、テ
トゥン語とインドネシア語と部族語が複合して用いられたりするが、書き言葉についてはインド
ネシア語が多くの支持を集め、1999年以降も教科書がインドネシアから輸入されて配布されてい
た。インドネシア語は衛星放送によりテレビを通じて人々が日常的に親しんでいる言語でもある。
　このように教育現場で多様な言語が混じり合う状況は、先に述べたように、東ティモールの言
語生活の１つの在り方なのかもしれないが、植民地支配を脱して独立した国家を形成する過程に
おいて寛容な言語政策がとられてきたために、矛盾が露呈している観がある。テトゥン語は識字

表４　識字率（出所：在東ティモール日本国大使館 2015）
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率が最も高く、カトリック教会も典礼の用語としてテトゥン語を使用しており、聖書も翻訳され
つつあるという。したがって、テトゥン語が教授言語として整備され独自の発展を見せ始めては
いるものの、文化的なヘゲモニーを保持したいポルトガルによる東ティモール政府への教育面で
の支援の影響力が大きいという見方が、カトリック学校や９月17日に視察した東ティモール国立
大学工学部においても聞かれた。
　実際、独立後の2004年から2010年までの６年間に、学校で教えられていないバハサ＝インドネ
シア語以外の主要言語の識字率は 10％前後上昇している（図５）。 このような学校教育の成果を
受けて、2015年から2017年までの政府の計画においては、学校教育におけるポルトガル語の位置
づけはこれまでと変わらず、「ポルトガル語の学習と教授を発展させ、また科学や数学および他
の領域の知識の教育においてその使用を促進することは、これからの２年半の政府の優先課題で
もある」と述べられている（Presidencia do Conselho de Ministros（2015）, p.10）。

図５　10歳以上の世代の主要言語の識字率
（出所：National Statistics Directorate and United Nations Population Fund （2012） p.42）

６．東ティモールにおけるカトリック学校の現況
　東ティモールの教育状況において、カトリック教会及び各修道会が経営するカトリック学校の
存在は意義はと規模ともに大変大きい。しかし、カトリック教育の現状を示すデータを正確に示
すデータは今のところ入手できていない。たとえば、東ティモールの３つの司教区についてホー
ムページを閲覧すると、ディリ司教区とマリアナ司教区において経営されている教区立および修

テトゥン語の
識字率

バハサ=インドネシア
語の識字率

ポルトガル語の
識字率

英語の識字率
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道会立の学校の情報は掲載されているがバウカウ司教区については不明である。またディリ司教
区事務所に依頼して教区立の諸学校について2015年９月現在のデータを送ってもらったが、ホー
ムページ上の数値と平仄が合わない。ディリ司教区には修道会立の学校が19校あるという。
　暫定的に２つの教区を合わせた数値を示すと、幼稚園 35 園、小学校 77 校、中学校 36 校、高等
学校 16 校、専門・短期大学３校であった（表５）。 また、ディリ司教区立の幼稚園から高等学
校までの児童生徒総数は 2015 年時点で 21,465 名であるという。 バウカウ司教区においても The 
Baukau Diocesan Catholic Teachers Collegeを筆頭に相当数の学校が経営されて就学者数もかな
りな規模であろうことを考え合わせると、日本の首都圏４都県の広さの地域でこれだけの数の学
校を経営しているとすれば、東ティモールの学校教育においてカトリック学校は大きな勢力を有
していることになる。福音宣教という面以外に、カトリック教会立の諸学校が東ティモール社会
に及ぼす影響は、人材育成と輩出の面でも、また保護者等をつうじた世論形成という面において
も、明示的にも暗黙の内にも大きなものがあるにちがいない。

表５　司教区において運営されるカトリック学校の種別と校数

教区 幼稚園 小学校 前期中等 後期中等 専門・高等
Dili 28 58 28 11 2

Baucau ─ ─ ─ ─ ─
Maliana 7 19 8 5 1

計 35 77 36 16 3

※ただし、バウカウ司教区の学校の詳細についてデータを得ていない
（出所：UCAN Database of Catholic Dioceses in Asiaのホームページを参照して作成）

　ディリ司教区事務所を９月16日に訪ね司教区立の学校を案内されたおりには、カトリック教会
が道徳的な柱となって学校教育を支えていくことが変動のさなかにある東ティモールの社会に
とって重要な働きをしているのではないかと考えた。たとえば政府には政教分離の原則にのっと
り学校教育から宗教教育を分離して世俗化をはかろうとする姿勢があり、2005年に宗教教育を必
修科目から選択科目に変えようとした。しかし、カトリック信仰は国民の精神的文化遺産の重要
な部分をなしており、教会にはそれを守る使命があるという主張を掲げ、カトリック教会は大規
模デモを主導してこの政策を退けさせている（中村、2006）。
  また、国外からの寄附や修道会といったグローバルな広がりを持つ（スチュワート、2013）組
織的かつ人的なネットワーク＝経営基盤に支えられているという点において、修道会は非常に特
異な教育セクターである。しかも、修道会はそれぞれの会の設立の使命に応じて、他の国々で学
校の経営とカリキュラム運営や学習・生徒指導について、また教員の養成について、豊富な経験
と方法論の蓄積があり、かつそれを活かすことができる人材を擁している。独立の前後の破壊的
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な騒乱により学校の資源をことごとく失った東ティモール社会にとって、経済資本のみならず文
化資本と社会関係資本をも保持している修道会は魅力をもったセクターであるにちがいない。ま
た、公立学校における義務教育は無償化を実現してはいても、数多くの問題がある。 学費を支
払ってでも我が子を私立学校に通わせてより良い環境で教育を受けさせたいという保護者の願い
＝教育欲求の高まりに応え、社会で活躍できる有為な人材をグローバルな展望を持って育成する
ことが教会立の学校には期待されている。
　創立３年目となるイエズス会中学高等学校聖イグナチオ・デ・ロヨラ学院は、私たちが訪問し
た９月11日～14日は折しも次年度の入学希望者が必要書類を取りに来る時期であった。遠方より
来校する親たちの姿を見るにつけ、学院に寄せる期待がその一歩一歩に込められているように感
じられた。また、学校経営にあたる司祭のみならず、学院の教師として働く神学生や社会活動に
参加する入会希望の若者達と接するにつけ、その知的な能力と志の高さと若さが学院の教育の力
になっているようにも思えた。子ども達の貧しい生活実態は都市部も農村部も変わらないようで
あるが、ロヨラ学院のように都市部に近い学校が担う役割と、９月 12 日に訪問した隣県の山村

（Railaco）で同じイエズス会が経営する escola secundario（高等学校）とでは、施設設備が異な
るだけではなく、地域の特性に応じて期待される教育の力も異なるように思える。社会からの現
実的な要請に応えつつ、どのように “Option for the Poor” というカトリック教会の社会教説の理
念を実現していくのか。
　「日本のイエズス会学校も、こうやってかつて開校の日を迎え、様々な人々の協力と思いがあっ
て、これまで連綿と毎日授業が行われてきた」（イエズス会アジア太平洋協議会（2013）のリード
文）というとおり、東ティモールのイエズス会学校をはじめカトリック教会立の学校教育につい
て考察をすることをとおして、安土桃山のキリシタンの時代も然り、明治維新後の日本に、ある
いは敗戦後の日本に学校教育を根付かせてきたイエズス会およびカトリック教育の根源に迫る視
点と枠組みを見いだすことが今後の課題である。

７．おわりに
　東ティモールのカトリック教会及び修道会によるカトリック学校の教育事業の社会的意味を理
解するには、アジアでフィリピンに次ぐ第２のカトリック国となった経緯と社会背景をよく理解
することが大前提である。最後に、東ティモールの教育にカトリック教会及び修道会が果たして
いる役割を研究するに当たって、基本的な課題を整理しておきたい。
　まず、東ティモールの長い争乱の歴史について、単純に割り切って考えることはできないとい
うことである。 筆者のような国外の人間の目に映るのは、とかく、「インドネシアと反独立派に
よる暴力」に抵抗する人々の側に命をかけて立ったカトリック教会」という構図である。しかし、
独立を勝ち得てもなお、容易に語り得ない経験と思いはまだ現在進行形で人々と共にあり、また
独立後のこの13年間にも争乱やテロが発生している。また、カトリック教会についても、東ティ
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モールの教会に対して、インドネシアのカトリック教会、教皇庁、各修道会とそれぞれが錯綜す
る状況下で各々の判断によって行動し葛藤してきたのである。
　「正義を求めての長い闘い」（フェデレール2002）を命がけで人々と共に貫き、暴虐の犠牲となっ
た信徒・神父・修道者が多くいたことはまぎれもなく大切な事実である。その一方で、当事者で
ある東ティモール人の中には、多数者としての独立派から少数者である反独立派やインドネシア
人に対する差別や暴力が存在したのであり、「同じティモール人同士の争い」（辰巳、2014）の経
験と記憶は今も生々しく残っているのである。また、1999年と2006年の紛争を防ぐことができず、
紛争に適切に対処することも出来なかったという苦い経験を踏まえて、紛争後の平和構築を実現
することは、東ティモール人と彼らを支援する国際社会の関心の中心である。その中で、反独立
派のこれまでの暴虐を赦し、独立派との融和を図ろうとするラモス＝ホルタをはじめとする政治
的指導者が掲げる「ナヘビティ」の思想とその源泉についてよく理解しなければならない。
　様々な立場と関わりをもつ当事者を理解しようとする時、視点と評価軸の多様性を踏まえて資
料収集や聞き取りを進めていかないと、「開発」や「人権」についての価値的な予見を抱くこと
によって、理解する以前に見たくない事実を切り捨ててしまうことになりかねない。東ティモー
ルについて知ろうとする際にはよほど謙虚な姿勢で臨まねばならない。
　つぎに、東ティモールは国連が提唱する「人間開発」の発想と計画を自国の計画に採り入れて
国際的な支援を受けながら実施している（Presidencia do Conselho de Ministros, 2015）。しかし
このときに「国際的な基準」を尊重するあまり現地の文化や「ローカルな価値」との矛盾を看過
してはならないということである。それは実際に開発プロジェクトを進める最前線で、現地の人
びとに「国際的なしきたり」を押しつけてしまうことや（辰巳、2014）、教育を受ける権利や児
童労働の禁止を強調する国際的な基準と、労働に従事する学齢児童は必ずしも「かわいそうな子
ども」と現地では見なされていないというローカルな価値観との間の齟齬（南出、2014）が報告
されている。子どもとは何か。子どもの存在を当該社会の文脈に即して理解していくことこそが、
有効な開発支援を行うことにつながる、という南出の指摘は重要である。
　と同時に、国連が提唱する「人間開発」の理念の根底にある人文主義の思想を検証してカトリッ
クの思想と関連づけることは、東ティモールの教育を考えるための鍵となろう。政治と宗教と教
育とが密接に関わる国で、カトリック教会は思想と理念の基盤となっている。
　さらに、東ティモールの学校は急速に就学率が向上し、修道会立のカトリック学校にはそのた
めの教員養成や人材養成の学校を設立することを政府から要請されている。ただしそこには、旧
来の経済開発型の学力観や知識観にたった教育＝人材育成を強調してしまうことへの危惧がある。
世界最貧の状態から出発して人間開発教育を進めていく東ティモールにおいては、10年後の資源
枯渇以後の社会を見とおして、右肩上がりの経済発展に代わる新しいビジョンと人間像を掲げて
教育を進めるべきであろう。独立運動の女性闘士として知られるベラ・ガルヨス（Bella Galhos）
氏が、Maubisse という山間地で始めた小さな教育施設 Leublora Green School を９月 15 日に取
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材した。幾多の困難を抱える社会を改革し持続可能な社会を実現する方策を探る環境教育の取り
組み（ESD）がすでに市民レベルで始まっていることに注目したい。
　カトリック学校は、１人１人の子どもの人格を形成し能力を開発するとともに、東ティモール
の人々と社会の課題に応えつつ、この国の将来を展望しながら学校教育活動にカトリシズムを反
映していくことが問われている。またその導きとして、カトリック人文主義の思想がどのように
支えとなっているのかを、各カトリック学校の展開に注目して考察していきたい。

〔注〕

1　本稿は、科学研究費助成事業基盤研究（B）（一般）「カトリック系人文主義教育と日本―イエズス会を中心に―」

（研究代表者：桑原直己、課題番号：15H03470、研究期間：平成27年度～平成30年度）による研究調査に基づ

いている。この研究プロジェクトのなかで、筆者はとくに東ティモール民主共和国において、イエズス会が設

立した学校およびカトリック学校による教育事業の社会的意義と思想について明らかにすることを研究課題と

している。この研究を通して、我が国の大きな社会変動の時期にイエズス会が取り組んできた学校教育事業を

中心とする福音宣教の事績を照射する視点と枠組みを得たい。
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